大学における職業教育訓練 : 英国エッジ・ホテルスクールの事例 by 庄司 貴行 et al.
—　　—133
立教大学観光学部紀要　第18 号 2016年 3 月立 教 大 学 観 光 学 部 紀 要 第 18 号 2016年 3 月
Rikkyo University Bulletin of Studies in Tourism No.18 March 2016
Rikkyo University Bulletin of Studies in Tourism No.18 March 2016
Ⅰ はじめに
Ⅱ 高等教育機関における職業教育訓練
 1）実践的職業教育訓練
 2）企業における人材育成機能
Ⅲ 欧州における職業教育訓練
 1）職業教育訓練の分類
 2）2 種類のエンプロイアビリティ
 3）職場における学習
Ⅳ 英国の職業教育訓練
 1）職業教育訓練としての徒弟制度
 2）「現代の徒弟制度」
Ⅴ おわりに
Ⅰ	 はじめに
英国エセックス大学（University of Essex）は，
エセックス州コルチェスター（Colchester）に
メインキャンパスを擁する 1964 年創立の国立総
合大学である．大学には理系・文系を併せて約
12,000 名の学生が在籍し，なかでも社会科学分野
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Abstract: In 2012, the Edge Hotel School was created jointly by the University of Essex and 
the Edge Foundation. This new school delivers higher education in hotel management and 
hospitality, as the first hotel school of its kind in the UK. The Edge Foundation is an indepen-
dent education charity, whose vision is to champion a new way to deliver higher level practi-
cal and vocational education. Today, many societies believe that equipping young people for 
a world makes a critical difference to their future lives, and an economy undergoing constant 
and largely unpredictable change. We need to make sure that vocational education and train-
ing（VET）, particularly for youth, does serve the purpose of creating and maintaining oppor-
tunities in this growing global economy. Higher education institutions such as universities are 
expected to be crucial entities for such VET. This paper aims to shed light on the current issues 
of VET in the UK, with emphasis on the revised apprenticeships, so-called “modern appren-
ticeships.”
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の評価が高い．
エッジ・ホテルスクール（Edge Hotel School）
は，高度職業教育訓練の新たな展開の支援を目的
としたエッジ財団（Edge Foundation）の協力を
受け，2012 年にエセックス大学に新設された学
部である．キャンパス内には同時に，通年営業の
4つ星ホテル（Wivenhoe House Hotel）が開業し，
ホテル学部の学生はこのホテルを教育施設として
も最大限に活用し，調理を含むすべての部門の実
務研修を受けることができる．
このホテル学部の学生は，ほぼ全員がキャンパ
ス内に居住しており，実際のホテルとそれに隣
接する教室棟での講義と実務研修によって単位
（module）を取得していく．講義と実務研修は通
常，数週間単位の集中科目になっており，たとえ
ば実務研修の期間は実務研修のみで講義科目は受
講しないため，講義時間との調整を必要とせずに
シフト勤務体制でのより現実に近い形態でのホテ
ル研修が可能になっている1）．ただそのため，ホ
テル学部は大学全体とは大きく異なる授業スケー
ジュールで運営されており，この集中科目のロー
テーションによって学生は，入学後 2 年間でエ
セックス大学の学部学位（Bachelor of Arts）取
得に到達することができる．大学機関におけるこ
のような形態のコースは，エセックス大学が英国
で最初であり，現在のところ唯一である．
本稿では，大学をはじめとする高等教育機関に
おける職業教育訓練・実務教育の英国における新
しい試みに着目し，その背景としての職業教育訓
練の現状と課題について整理する．教育機関にお
ける職業教育訓練は，ことに学校世界から職業世
界への移行をスムーズにすることが期待され，そ
のための「学校における学習」と「職場における
学習」の融合が課題として認識されるようになっ
ている．本稿では，英国における「職場におけ
る学習」の根幹としての徒弟制度にとくに注目
する．
Ⅱ	 高等教育機関における職業教育訓練
1）実践的職業訓練
日本においては，中央教育審議会が「実践的な
職業教育訓練を行う新たな高等教育機関の制度
化に関する特別部会」を設置し，2015 年 3 月に
は，「実践的な職業教育訓練を行う新たな高等教
育機関の在り方について（審議のまとめ）」を公
表した．
そこでの問題意識には，あらゆる産業分野にお
いてグローバルな競争が激化し，それに伴って技
術革新や企業淘汰のスピードが加速している．職
業に求められる知識・技術が急速に高度化・複雑
化しているため，職業教育訓練もこれを高度化し
なければならない．従来よりも高度な職業教育訓
練を担う機関としての，新たな高等教育機関に関
心が集まることになっている．
もっとも国家としての経済競争力維持のために
職業教育訓練の高度化が必要との議論は日本に
限ったことではなく，非熟練の職種が国外に移転
し，労働コストの競争では開発途上国に対抗でき
ない経済協力開発機構（OECD: Organisation for 
Economic Co-operation and Development）加盟
諸国においてはすでに共通の認識になっている
（OECD, 2012）．しかし後にも述べるように，日
本以外の OECD 諸国においては，高い失業率，
ことに若年層におけるその解決が高い関心事で
あるのに対して，いわゆるニート（NEET: Not 
in Employment, Education or Training）の問題
は日本においても深刻化しているものの，他の
OECD 諸国ほどの議論には発展していない．む
しろ日本においては，「企業における人材育成機
能の縮小」への対応として関心が集まっているこ
とが特徴である．
2）企業における人材育成機能
職業教育訓練の制度・仕組みを国際比較した場
合に明らかになる日本の特徴は，その主体として
の企業の役割の大きさということになる．職業
教育訓練の供給側は，1）専門学校（vocational 
schools）に代表される学校組織，2）職業能力開
発校を代表とする公的職業訓練施設，3）従業員
教育を行う企業（企業内教育），に分類すること
ができる（今野・佐藤，2009）．
日本企業に特徴的とされる新卒一括採用の雇用
慣行は，採用時における職業的能力・スキルの有
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無を問わない採用形態として定着し，長期安定雇
用と結びつくことで，企業が職業教育訓練の主体
となるシステムが確立されてきた．ことに大卒者
に対しては，「職務に必要な知識・技能は職場で
共有・伝達され，それと大学教育の内容とは明確
な関係を持たない，という日本的特質」（金子，
2015）を形成してきたとされる．
もっとも企業による職業教育訓練の提供は，そ
もそも大企業，さらにはその正社員に限定的な仕
組みであったといえる2）．しかしそうした大企業
においても正社員という就業形態以外の従業員が
増加するとともに，企業が人材育成にかける費用
を縮小する状況が顕在化している．企業内におけ
る人材育成機能が低下することで，学校教育にお
ける職業教育訓練をはじめとした，企業外での職
業教育訓練の充実が必要との認識が生まれること
になっている（実践的な職業教育訓練を行う新
たな高等教育機関の制度化に関する有識者会議，
2015）．日本の場合にはこれまで，企業による職
業教育訓練の比重が大きく，それ以外の職業教育
訓練が，国際的に比較しても十分に機能してきた
とは言えないからである．
Ⅲ	 欧州における職業教育訓練
1）職業教育訓練の分類
生産年齢人口の減少や，産業構造・労働力市場
の変化といった課題に直面しているのはもちろん
日本だけではない．OECD 諸国，なかでも欧州
諸国においては，経済競争力維持の重要な要因
として職業教育訓練が注目され，欧州連合（EU）
設立後は，しばしば欧州共通の課題として取り組
まれているが 3），英国を含む欧州を中心とした近
年の職業教育訓練の議論にはいくつかのポイント
を整理することができる．
職業教育訓練は国際的には VET（Vocational 
Education and Training）という略称で呼ばれる
ことも多いが，多くの場合初期職業訓練（Initial 
VET）と継続職業訓練（Continuing VET）は明
確に区別される．初期職業教育訓練は就学年齢の
若年層を対象とし，学校教育の範疇ないしはその
延長線上として教育行政の管轄となることが多
い．継続職業教育訓練は一方で，労働者を対象と
した離職者訓練あるいは技能向上訓練を担当し，
その供給主体は企業や国・地方自治体など多様な
機関が存在する．また多くの場合，労働行政の管
轄となっている（OECD, 2012: 岩田，2010）こ
とが多い．また職業教育訓練の対象に関しては，
いわゆる新規学卒者を対象として新規の就労を支
援するものと，すでに就労している者，およびそ
の後に失業した者を対象として支援する，失業対
応型・再教育型訓練に分けることができる．前
者は若年層を労働市場にスムーズに参入させる
ことを意味し，「学習（learning）と仕事（jobs）
の間のギャップ（gulf）に橋を架ける」（OECD, 
2012）などと表現され，学校世界から職業世界へ
の移行のパターンを問題にする．日本のような新
卒者一括採用が一般的でない国・地域において
は，十分な就労経験のない若年層において共通し
て雇用が不安定になることはすでに長年知られた
現象であり，課題であり続けている．OECD 諸
国において，若年失業率は平均して成人失業率の
2 ～ 3 倍になっており，学校を離れてからの労働
初期の数年間は，同世代の 30 ～ 40％は就労に困
難を経験するとされる（OECD, 2010）．後者は，
いわゆる失業者支援ということになるが，そこに
いわゆる「二重労働市場」の議論が結びつくこと
で，初期職業教育訓練とも関連することになる．
労働市場が，雇用期間の定めがなく十分に保護さ
れた労働者と，雇用期間は有期で十分には保護さ
れない労働者とに切り離されて存在するという指
摘である．またこの十分に保護されない労働者
は，継続して不安定な状態に留め置かれ，そこか
ら抜け出すことができない（OECD, 2012）とし
ばしば指摘されている．
欧州におけるこれまでの経験は，若年層を中心
とする高い失業率を解消するため，政府が雇用助
成金によって雇用主（employer）が支払う賃金
の一部を負担することで，スキルや経験に乏しい
労働者の実質的雇用コストを下げ，彼らの雇用を
奨励してきた．しかしそうした方策は，彼らを
ロースキルな仕事に留め置くだけ，という批判が
されるようになった．いわば雇用のメイン・スト
リームには統合されない労働者として，ことに学
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校中退者（ドロップアウト）の場合にはこの問題
が深刻化するとされ，彼らは教育からも労働市場
からも切り離されるという意味で，「置きざりに
される若年層」（OECD, 2010）と呼ばれたりす
る．そこでは，雇用は「仕事がある」状態を意味
するだけでなく，スキル向上（up-skilling）の継
続が可能になることこそが重要である，という視
点が生まれることになっている．
職業教育訓練が重視される背景には，良好な
職業教育訓練が経済競争力に大きな貢献を果た
すという認識の存在があることはもちろんであ
る．ことにいわゆる先進諸国においては，かつて
は多様に存在した非熟練職種の多くが，科学技術
に代替されるか，あるいは開発途上国とのコスト
競争に敗れることで急速に国内からは姿を消すこ
とになった．その代わりに，ますます提供する財
とサービスの質での競争が重要になり，そのため
には十分なスキルのある労働力を必要としてい
る．しかしそこでは，大学教育と結びついた高レ
ベルのスキルを備えた労働力だけでなく，中位レ
ベルの技能・技術・専門スキルを十分に備えた
労働力も同時に重要と考えられている（OECD, 
2012）．職業教育訓練が，最先端の高度職業人の
育成だけが議論の対象になっている訳ではない点
は注意が必要である．そこには，若年層を中心と
して高止まりする失業率の高さへの懸念と重なる
ことで，雇用のミスマッチの議論が多くみられ
る．多くの人材が職を求め続けて困窮している一
方で，多くの職がそれを埋める人材を確保できず
に苦労している，という問題は繰り返し指摘され
ている4）．またさらにこの点は，「教育過剰（over-
education）」（Wolf, 2011）の指摘と結びつき，社
会資源の浪費という議論と結びつくことで，国と
しての経済競争力に負の影響を与えていると理解
されている．
2）2 種類のエンプロイアビリティ
スキル向上の可能性を含めた雇用の確保の問
題は，個人の側からは，エンプロイアビリティ
（employability: 雇用価値）と呼ばれるようになっ
ている．「雇用可能性」（樋口・加藤，2012）や「労
働市場価値を含んだ就業能力」（OECD, 2012）な
どとも呼ばれるこの考え方によれば，「職業教育
訓練の目的は個人のエンプロイアビリティを高め
ること」と定義することが究極的には可能かもし
れない．
このエンプロイアビリティは「仕事に就ける能
力」と「生涯にわたり働き続ける能力」とに区別
して考えることができる．労働市場に参入する者
には当面の職務スキルが必要である．しかし同時
に，変化する仕事やキャリアの状況に対処するこ
とを可能にするための，そしてまた学習能力を維
持することを可能にするための，キャリアおよび
認知上の幅広い総合的能力が必要になる．
労務の提供によって報酬を受けることが雇用契
約であれば，「仕事に就く」ことは報酬に見合う
労務の提供を求められることになる．一方で現実
の社会においては，比較的長期の職業生活を想定
した場合には，ひとつの同じ仕事をやり続けるこ
とはむしろ稀であり，また経済的に望ましくない
場合も多い．つまり，ひとつの職務に向けて職業
的に訓練された者が，しばしば別の職務への道を
見出すことになる．他の職務・業種へも移転可能
な柔軟で汎用的なスキルを獲得することが，この
「生涯にわたり働き続ける能力」には重要となる．
つまり職業教育訓練の観点からエンプロイアビ
リティが問題になるのは，仕事に就くための現実
的で特殊なスキルが求められる一方で，業界の別
の職務や，他の業種においても移転可能なスキ
ルを同時に備えていなくてはならない（Richard, 
2012）からである．ことに急速な技術変化に直面
しているような産業分野では，現在の仕事をこな
す能力以上に新しく生まれる仕事への学習能力が
きわめて重要と考えられており，こうした能力を
下支えする汎用的なスキルが雇用主には高く評価
される傾向にある（Smits, 2007）．
したがって職業教育訓練では，2 種類のスキル
セットをバランスよく提供する必要がある．ひと
つは非常に実践的な職業スキルのセットであり，
それは訓練を受けたものを直ちに雇用可能で生産
的な者にし，そして彼らの労働市場への参入を促
進するものである．「長期の追加的な職業特殊的
な訓練を伴わずに労働市場への円滑な移動を可
能にするものであるべき」（OECD, 2012）であ
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り，企業の短期の経済的関心に応える企業特殊的
な要素を必要とする．このことは，雇用主による
職業訓練の提供・資金的貢献を促進することにも
なる．
もうひとつは，幅広い移転可能なスキルのセッ
トであり，たとえば計算スキル（numeracy），読
み書きスキル（literacy），チームワーキング，コ
ミュニケーションスキル，柔軟性，新しいスキル
を学ぶ能力などが含まれる．これらのスキルに
は，実践的な職業スキルの学習などほかの学習を
下支えするものが含まれると考えられる．変化す
る状況やスキル要件への適応力を下支えするとも
いえる．個人はその職業生活においてしばしば仕
事を移動し，キャリアチェンジを経験する．その
際にさらなる学習を下支えするようなスキルを意
味している．またこの「移転可能なスキル」のな
かでもとくに，計算スキルと読み書きスキルは主
要な関心となることが多い．
しかし一方で雇用主にとっては，職業特殊的な
スキルの重要性を過大評価する一方で，企業間の
移動や職業間の移動に必要な汎用的なスキルには
十分な注意は向けないという傾向も指摘されてい
る（Smits, 2007）．つまり，個別の雇用主にとっ
ては，離職を増やす可能性がある強力な移転可能
スキルを従業員が身に付けることを望ましいこと
ではないが，他方で雇用主総体としては，柔軟で
適応性の高い労働力に関心があることになる．
3）職場における学習
職場における学習の有効性は，それが広く一般
に行われていることに比較して，理論的には必ず
しも説明されないことが多い．職場における学習
を支持する大きな根拠のひとつは，エンプロイア
ビリティ，なかでも「生涯にわたり働き続ける能
力」とそれを下支えするこの「幅広い移転可能な
スキルセット」の獲得に職場における学習が適し
ているというものである．柔軟で幅広く移転可能
なスキル，あるいはソフトスキルと呼ばれるもの
は，実際の仕事の場面においてもっともよく獲得
されるという指摘である（Aarkrog, 2005）．
またこのような「生涯にわたり働き続ける能
力」とそれを下支えするスキルのセットは，計算
スキルと読み書きスキルに代表されるように，学
校における学習にも大きく影響されると考えられ
る．まさに「学校における学習と職場における学
習（work-based learning）の融合」した総合的な
能力と考えられ，こうした総合的な能力の獲得に
職場における学習はとくに重要な役割を果たすと
考えられている（OECD, 2012）．
そしてまたこの「学校における学習」との融合
が意識されることで，職業教育訓練プログラムの
目的がもはや，目標とするあるひとつの職業に向
けた足がかりを提供するだけではなく，むしろ中
等教育段階での職業教育訓練を経て，大学院を含
む高等教育への進学をも準備させるようになって
いる．実践的スキルと同様に一般的な学力（アカ
デミック・スキル）の確保，およびそれらとの融
合は，まずますの関心事となっている（OECD, 
2012）し，ドイツやデンマークの事例が有名で，
日本でもたびたび紹介されるデュアル・システム
が学校教育と職業教育訓練の同時並行的な実施形
態となっているも，こうした背景によるものと理
解される（岩田，2010）．
Ⅳ	 英国の職業教育訓練
1）職業教育訓練としての徒弟制度
英国において，「職場における学習」の形態
として代表的なのが「徒弟制度」である．1994
年には「現代の徒弟制度（Modern Apprentice-
ship）」として再注目され，現在に至る英国におけ
る職業訓練の主要な方策となっている．
徒弟制度をはじめとする英国の職業教育訓練
は，現在まで続く職業資格授与機関である City 
and Guilds に象徴されるように，中世のギルド
制度などの商人・職人組織にまでさかのぼること
ができるとされている（齊藤，2013）．長い歴史
の中で発達してきた英国の職業教育訓練は一方で
は統一化が必ずしもされておらず，それぞれの発
展の経緯を有し，基準も独自であり，相互の比較
も困難であった．1964年の産業訓練法（Industrial 
Training Act）に基づいて産業分野ごとに設置さ
れた産業訓練委員会（Industrial Training Board: 
ITB）が主体となって，職業教育訓練の全体を
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分類するフレームワーク構築の試みが始まるが，
1980 年代になっても職業資格は約 6,000 種，そ
の資格授与機関も約 600 存在するとされた（稲
川・瀬水，2004）．それらを改善するため 1986 年
には全国職業資格委員会（National Council for 
Vocational Qualifications: NCVQ）が設立され，
資格の標準化と質の確保を目的とした新たな職
業資格として NVQ（National Vocational Quali-
fications）を導入し，さらに 1992 年には GNVQ
（General National Vocational Qualifications）が
導入される5）．
こうして整備された NVQ の仕組みであるが，
最近では必ずしもその評価は高くない．多大な労
力・コストを投入して職業資格に関する全国統
一のフレームワークを構築し，しかも学校教育
による教育資格との対応関係を明示したことで，
NVQ の取得訓練が労働者の能力開発によく機能
しているとする評価がある（稲川・瀬水，2004） 
一方で，複雑になりすぎて実用的ではないとの批
判がある（Richard, 2012）．また，統一的フレー
ムワークを目指すことで必然的に地域や職種の特
徴を無視することになり，現在ではむしろそれぞ
れの実情に合わせたプログラムが望ましいとする
方向に向かっている6）．
しかし共通のフレームワークを構築し，教育
資格との対応関係を明らかにする試みは，EU 全
体としての欧州共通資格枠組み（EQF: European 
Qualifications Framework）に拡大している．具
体的には，義務教育修了に支援を必要とする者
（14 歳以上）を対象とするエントリーレベルから，
それに続く博士号取得レベルまでのレベル 1から
レベル 8 までの各レベルに分類・整備した．EU
ではすでに各国の国内資格 7）をこの EQF に関連
付けることを勧奨しており，2012 年以降の新資
格はすべて EQF のレベルとリンクさせることに
なっている（岩田，2010）．高等教育機関では大
学がレベル 4 ～ 6，修士課程がレベル 7，博士課
程がレベル 8に分類され，ここに高等教育機関に
よる職業教育訓練の基本となる枠組みが整備され
ている．
2）「現代の徒弟制度」
英国政府は 1994 年，グローバル競争下におい
て国内労働者のスキル不足が深刻化しているとし
て「現代の徒弟制度（Modern Apprenticeship）」
と名付けた新たな徒弟制度のスキームを発表し
た．徒弟制度（apprenticeship）は，英国におけ
る職業教育訓練を特徴づける制度である．英国に
おける徒弟制度の歴史は 16 世紀にさかのぼるこ
とができるとされ，その後 19 世紀後半にかけて，
建築や印刷といった分野から造船まで広範囲に広
がっていく．こうした徒弟制度は 1960 年代の前
半まで，若年労働者を対象として有効に機能し，
ことにブルーカラー労働者の技能形成において中
心的な役割を果たしてきたとされる（稲川・瀬
水，2004）．その基本形態は，親方（master）・職
人（journeyman）・徒弟 （apprentice）の区分を
基本とし，半熟練あるいは未熟練である徒弟が，
親方または職人の下で職に就きながら技能を学ぶ
というものである．かつては徒弟は親方の家に住
み込み，5 年から 7 年かけて技能を習得するとい
うものであった．徒弟制度は技能習得のための訓
練としての就業であるために，徒弟には職人と同
じ水準の賃金を支払われることはない．一人前の
職人になるための修業として捉えられることも多
い．1対 1，ないしは少人数での訓練を基本とし，
職場におけるいわゆる OJT（On the Job Train-
ing）を中心とした職場訓練の仕組みということが
できる．20 世紀以降はこの年季の期間は減少し
（齊藤，2013），現在ではむしろ「最低 1年間」と
いった期間の下限が設定されるようになってい
る．実際に徒弟を経験する者の年齢は時代によっ
てもさまざまであるが，現在の英国のケースでは
16 歳以上がひとつの目安になっている．
英国における徒弟の数は，1964 年に 243,700 人
であったものが，1990 年には 53,000 人にまで減
少していた（Gospel, 1995; 齋藤，2003）．そこに
「現代の徒弟制度」の提案が登場することになる
が，1997 年に労働党のブレア政権が誕生すると，
「福祉から労働へ」という大きな政策枠組みのな
かでこの取り組みが加速することになった（ギデ
ンズ，1999；齊藤，2013）．
「現代の徒弟制度」が従来の徒弟制と大きく異
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なる点は，その訓練費用の分担・支給方法の変更
と，政府支出を教育訓練のインセンティブとして
活用することであった．産業ごとに職業訓練賦課
金を徴収し，企業が基準を満たす訓練を実施した
場合には補助金として支給する制度はこれ以前に
すでに存在したが，これを国・雇用主・徒弟の三
者で負担する制度として再編した．理論的には，
企業特殊ではない汎用的，あるいは基礎的なスキ
ルの訓練費用は国が負担することを明確にするこ
とで，雇用主による教育訓練の提供を奨励したと
理解することができる．
1997 年以降の労働党政権時代にはこの結果，
職業教育訓練に参加する人数においては一定の成
果を上げた．しかし，実際の就業にはかならず
しも結びついていないという批判が残ることに
なった．初期職業教育訓練としながらも，実際
には 25 歳以上の成人労働者が多く含まれ（齊藤
2013），いわば徒弟に立場を変えた実質的失業者
がプログラムに滞留しているだけではないかとい
う指摘である．徒弟としてプログラムに参加する
ことで，個人としては雇用主から支払われる賃金
と政府からの補助金を自分の収入として得ること
ができ，また雇用主は政府の補助金の存在によっ
て相対的に安価に労働力を確保することができ
る．徒弟には年季期間があるが，その後の正規従
業員への切り替えは義務付けられていない．雇用
主は正規従業員ポストの不足を理由に新規採用を
拒否し，期間が終了した徒弟は，新たに別の徒弟
プログラムに応募することで，徒弟としての雇用
を継続することになる．「置きざりにされる」状
況に大きな変化はないという批判である．
一方では確かに徒弟制プログラムは充実し，多
様化し，応募できるポスト数は大幅に増加してい
るものの，安定した職業生活には結びつかないと
いう批判はさらに，そもそもの議論の出発点でも
ある，国内における高度技能人材の不足への対応
を問題にする．政府は当初，「資格枠組み」が定
めるレベル 3を目標としたが，実際に増加したの
はより低いレベルの徒弟であった（齊藤，2013）．
Ⅴ	 おわりに
英国における徒弟制度を根幹とした職業教育
訓練のより最近の状況は，政府の依頼を受けて
Doug Richard が 2012 年 11 月に発表した「The 
Richard Review of Apprenticeships」が今日ま
での新たな議論のベースとなっている．2013
年 3 月 に さ ら に「The Future of Apprentice-
ships in England: Next Steps from the Richard 
Review」が発表され，2013 年 10 月には，各方
面からのフィードバックを踏まえて「The Future 
of Apprenticeships in England: Implementation 
Plan」が発表されている．また費用負担について
も新たな枠組みとして「A Consultation on Fund-
ing Reform for Apprenticeships in England」が
2013 年 7 月に発表されている8）．2015 年に単独
政権となったキャメロン保守党政権は，2017 年
には現行の徒弟制度はすべて新しい基準のもとで
の新しい徒弟制度に切り替え，2020 年までに徒
弟300万人の体制を整備すると公約する（Depart-
ment for Business, Innovation and Skills, 2015）
など，政府にとっての主要な政策であり続けて
いる．
2015 年の段階では成人の徒弟制度への参加
者は 871,800 人と過去最高を記録し，2014 年か
らの 1 年間で新たに募集された徒弟のポストは
499,900 になっている（SFA/SFR, 2015）．1990 年
には 53,000 人まで落ち込んでいたことを考える
と，規模は確実に拡大している．しかしすでに述
べたように，エンプロイアビリティの向上に結び
ついているのか，さらにはことに高度人材の育成
に貢献しているのかは，今後さらに注目する必要
がある．
英国において，職業教育訓練における高等教
育の役割への期待は 1997 年発表のレポートです
でに指摘されている．来るべき社会を学習社会
（learning society）としたうえで，国民生活の質
は職業生活の全般において教育訓練が継続される
ことに依存しており，またそうでなければ競争力
のある経済を維持できない．そのためには職業教
育訓練と高等教育との融合が必要だとした（Dear-
ing, 1997）．
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エセックス大学での取り組みをはじめ，英国に
おける高等教育機関における実践的職業教育訓練
の取り組みには新たな試みが生まれ始めている
が，いまだ試行錯誤の段階にあると言える．しか
し英国では「職場における学習」としての徒弟制
度の伝統があり，この国の企業外での職業教育訓
練の重要な構成要素となっている．そうした背景
を整理・理解することは，日本における今後の検
討にも有効であろう．
注
 1） 学部併設のホテルでありながら，研修施設ではなく
「通常営業」のホテルとしての経営を可能にしている仕
組みのひとつになっている．
 2） 中小企業については，「企業間移動を通じ多能工になっ
ていき，最後は自分で会社を興す，すなわち，中小企
業が中小企業の従業員の学校の役割を果たす」（岩田，
2010，p. 63）といった指摘がされる．
 3） 代表的なものとしては 1999 年に欧州 29 か国の教育担
当大臣が署名した「ボローニャ宣言」が知られている
（松塚 2012）．
 4） エッジ財団の Baker 理事長（Lord Baker）によるセミ
ナー（2015 年 10 月 13 日開催）における発言を参照．
 5） NVQ が職場での OJT を中心とした職場教育により獲
得した職務遂行能力を評価するのに対して，GNVQ
は継続教育カレッジなどでのフルタイムの課程修了を
要件とし，高等教育機関への入学資格としても参入可
能な資格として導入された．しかし 2007 年を最後に
GNVQ は授与されていない．
 6） 1997 年には，学校カリキュラム・評価機関（School 
Curriculum and Assessment Authority: SCAA）と全
国職業資格委員会（National Council for Vocational 
Qualifications: NCVQ）が統合し，学校教育と職業教
育訓練の評価機関を一元化することにより，学校教育
によって得られる一般資格と職業関連資格との対応可
能な一元化された制度を目指した資格課程総局（Quali-
fications and Curriculum Authority: QCA）が設立され
る．しかしこの QCA は，現在はその機能を縮小して，
Ofqual（Office of Qualifications and Examinations 
Regulation）に引き継がれて，その管轄はイングラン
ドと北アイルランドに限定され，スコットランドとア
イルダンランドは別の独立組織が管轄している．
 7） 英国のそれは，2010 年に QCF（Qualifications and 
Credit Framework）として再整備された．
 8） 雇用主の積極的関与をさらに推奨する必要が強調され
ているのが特徴．“Putting Employers in the Driving 
Seat for Apprenticeships”といった表現がたびたび使
われているれ，資金の使い方についても雇用主が決定
する権限を強化する方向にある．
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